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-------------------------------------------------------------------------------------- 

「育児・介護」に関する制度の利用実績 

 

◆制度によって利用実績にバラツキ 

厚生労働省が発表した、（１）育児休業制度、

（２）短時間勤務制度、（３）所定外労働の免除、

（４）子の看護休暇制度、（５）介護休業制度、 

（６）介護休暇制度に関する利用実績（平成 23

年 4月 1日から 12月 31日まで）の調査結果に

よると、正社員による（１）の利用実績は５割以

上で、非正社員でも 201～300 人規模の企業で

は２割を超えました。 

しかし、その他の制度については、（２）短時間

勤務制度の利用実績が 201～300 人規模の企

業の正社員で約 45％、（３）～（６）はいずれも

「利用者はいない」の回答が 50％を上回る結果

となり、制度によって利用実績にバラつきがある

ことが明らかになりました。 

 

◆正社員男性は「子の看護休暇制度」の利用が

多い 

正社員の男性の利用実績に着目すると、101

～200 人規模の企業において（４）子の看護休

暇制度の利用実績が 4.6％、201～300 人規模

では 9.0％と、いずれも（１）育児休業制度の利

用実績を上回る結果となっています。 

非正規社員の男性については、（１）～（６）の

いずれについても１％を下回る結果となっていま

すが、（４）については 101～200 人規模の企業

で 0.2％、201～300 人規模の企業で 0.9％と、

（１）・（２）の０％よりは利用されていました。 

 

◆介護に関する制度の利用実績は総じて低い 

今回の調査では、201～300 人規模の企業に

おける女性正社員の（１）育児休業制度の利用

実績が 80.0％と最も多い結果となりましたが、

同規模の女性正社員で比較しても（５）介護休業

制度は 6.1％、（６）介護休暇制度は 5.5％と大き

な開きがありました。 

（５）・（６）については「対象者がいない」と回答

している企業が２割を超え、育児に関する制度

よりも対象者・利用者ともに少なくなっていること

も原因と考えられますが、約半数の企業が「利

用者はいない」と回答していることから、利用が

進んでいないとも考えられます。 

 

 

従業員の「健康管理・安全管理」が 

注目されています 

 

◆従業員の健康問題＝会社のリスク 

運転手のてんかんや睡眠時無呼吸症候群に

よる重大事故、熱中症の増加、職場で使用する

有害物が原因とみられる胆管がんなどのニュー

スが報道されています。 

これらは「従業員の健康管理・安全管理」とい

う観点からも、「会社のリスク管理」という観点か

らも非常に重要なことでしょう。 

 

◆10 月に「全国労働衛生週間」を実施 

厚生労働省が実施する「全国労働衛生週間」

は、労働衛生に関する国民の意識を高めるとと

もに、職場での労働者の健康管理や職場環境
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の改善など、活動を促し労働者の健康を確保す

ることなどを目的として、1950 年から毎年実施さ

れています。 

毎年 10 月１日～７日までが本週間、９月１日

～30 日までが準備期間とされ、各職場での職場

巡視やスローガン掲示、労働衛生に関する講習

会・見学会の開催など、様々な取組みが展開さ

れます。 

 

◆健康保険組合への優遇策 

生活習慣病の予防を目的に実施されているメ

タボ健診や保健指導についても動きがあります。

厚生労働省は、2013 年度から、これらの健診・

指導の受診率（実施率）に応じて、健康保険組

合の財政負担（後期高齢者医療制度に払う支

援金）を増減する施策を導入するようです。健康

保険組合から受診の働きかけが強まるかもしれ

ません。 

会社の安全配慮義務にもつながりますので、

健康診断の重要性を従業員に説明し、確実に

受診するよう指導する必要があります。 

 

◆是正指導・勧告の対象にも 

過重労働による健康障害やメンタルヘルス不

調といった健康問題に関連して、労働基準監督

署による是正指導・勧告も頻繁に行われていま

す。 

今年の全国労働衛生週間に合わせて、従業

員の健康管理・安全管理について見直してみて

はいかがでしょうか。 

 

 

「合同労組」との団体交渉を 

めぐるトラブル事例 

 

◆合同労組からの救済申立が増加傾向 
東京都労働委員会から、平成 23 年における

「不当労働行為審査事件」の取扱状況が発表さ

れました。これによると、合同労組からの救済申

立は 89 件（新規申立事件の約８割に相当）であ

り、過去 10年では最高となっています。 

以下では、労働委員会が取り扱った（命令を

出した）、合同労組との団体交渉をめぐる最近の

事例をご紹介します。 

 

 

◆団交の時間・場所の限定が 

不当労働行為に該当したケース 

この事件は、国立大学である大阪大学が、教

職員組合による団体交渉の申入れに対し、開催

時間を「午後０時から午後１時の昼休みの時間

帯」と指定し、開催場所を特定の地区に限定し

たことが、不誠実団交に該当するとして、救済申

立があった事件です。なお、以前は、団交は勤

務時間中や勤務時間終了後に行われていたそ

うです。 

初審（大阪府労働委員会）は、大学側に対し、

団交申入れに開催時間・場所の条件を正当な

理由なく限定しないことおよび文書交付を命じた

ところ、大学側はこれを不服として中央労働委員

会に再審査を申し立てていました。 

結論として、再審査申立ては棄却され、「大学

が団体交渉の開催時間と場所を限定したことに

は正当な理由がなく、不当労働行為に当たる」と

されました（７月９日）。 

 

◆団交拒否が不当労働行為に該当したケース 

千里金蘭大学（大阪）が、希望退職に応じな

かった准教授（２人）が所属している労働組合と

誠実に団体交渉を行わなかったのは不当労働

行為に該当するとして、大阪府労働委員会は

「不当労働行為を繰り返さない」とする誓約文を

組合側に渡すように大学側に命じました（７月 13

日）。 

大学側では、2010 年 10 月以降、組合側と団

体交渉を続けていましたが、2011 年度の教員配

置の詳細を明示しないまま、希望退職に応じな

い場合は事務職へ職種変更するとし、その後、

准教授は 2011年３月末に解雇されていました。 

 

 

派遣・パート・アルバイトの時給に 

関する動向 

 

◆派遣スタッフの平均時給 

株式会社リクルートが行った「派遣スタッフ募
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集時平均時給調査」（2012 年６月）によると、三

大都市圏における 2012 年６月度の募集時平均

時給は 1,480円で、20 カ月連続で前年同月比を

上回る結果となりました。 

この調査では、（１）オフィスワーク系、（２）営

業・販売・サービス系、（３）ＩＴ・技術系、（４）クリ

エイティブ系、（５）医療介護・教育系の５つの職

種に分けて調査を行っていますが、５月度まで

（１）・（２）・（５）で前年同月を下回っていたところ、

６月度は（２）が前年同月を上回り、５職種中３職

種で前年同月を上回る結果となりました。 

 

◆エリア別にみるとどうか？ 

関東・東海・関西のうち前年同月比プラスと

なったのは関東のみで、前年同月の平均時給

1,547円に対し 1,550円でした。 

東海の平均時給は前年同月と 2012 年６月度

のいずれも 1,308円で、関西では前年同月 1,327

円、2012年６月期 1,326円という結果になりまし

た。 

 

◆パート・アルバイトの平均時給 

また、同社の「パート・アルバイト全国エリア別

募集時平均時給調査」（2012 年６月）によれば、

三大都市圏における 2012年６月期の募集時平

均時給は 950 円で、前月比プラス２円となったも

のの、前年同月比ではマイナス２円という結果に

なりました。 

同調査では、（１）販売・サービス系、（２）フー

ド系、（３）製造・物流・清掃系、（４）事務系、（５）

営業系、（６）専門職系、（７）その他の７つの職

種に分けて調査を行っていますが、（１）・（３）・

（４）・（５）で前月比プラス、前年同月比では（６）

以外のすべての職種でプラスとなりました。 

 

◆エリア別にみるとどうか？ 

首都圏エリアの平均時給は 993円で前月比プ

ラス４円でしたが、前年同月 1,001 円からマイナ

ス８円という結果でした。 

東海エリアの平均時給は 889 円で、前月 892

円、前年同月 897円のいずれも下回る結果とな

りました。 

関西エリアの平均時給は今月・前月ともに

898 円で、前年同月 901円を３円下回りました。 

 

9 月の税務と労務の手続 

［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞［公

共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場合

＞［労働基準監督署］ 

30 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出

［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日

＞［公共職業安定所］ 

 

当事務所よりひと言 

 

本年 10月から 2015年 9月までの 3年間

に限り、国民年金保険料を遡って納付でき

る期間が、過去 2年から 10年に延長されま

す。（国年後納制度）この制度により年金受

給資格を得ることが出来る方、納付月数を

加算して将来の年金額を増やすことが出来

る方の増加が見込まれます。国年後納制度

の対象期間を有する方は、ご確認下さい。 

 本年 8月 10日に改正労働契約法が公布さ

れました。その内、雇止法理については即

日施行です。また 5 年超有期雇用者への使

用者の無期労働契約承諾みなし制度や、有

期労働者の不合理な労働条件締結禁止規定

については、公布日（8月 10日）から 1年

以内の政令で定める日から施行されます。

有期雇用契約の点検をお勧めします。 

（髙野 裕之） 


